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（３） エンプロイアビリティチェックシート（Employability Check Sheet＝ECS） 

 

使用の手引き 
 

１．想定する対象者 

(1) 正規雇用で働くことに対して今一つ自信、意欲が持てない若者。 

(2) 自己 PR 等に自信がない若者。 

(3) 就職活動期の学生。 

 但し、35歳以上でも離転職が多い人や、派遣労働が長い等で職業キャリアの一貫性や専門性が

乏しい人の行動特性等を振返り、強み・長所を見出し自己肯定感や自己効力感を涵養する目的で

も使用可能です。 
 

２．使用上の注意点 

(1) ※印の用語等に対する知識や理解が乏しいことがあるので、使用前に一通り用語について正

しい知識を持っているか確認や説明した上で使用してください。 
 

(2) 職業経験の乏しい若者の場合、職業上の体験でなく学生時代の体験に置き換えてもよいので、

説明や例示等をしてイメージを持ちやすくなるようにガイド、ファシリテーションしてくださ

い。 
 

(3) 職業人意識の領域中の設問には、生活困窮や生活保護受給者、NEET 状態の人等は抵抗を持

つものもあります。（例：責任感①…働く人の納税で成り立っている…。） 

  相談者の環境や属性を理解した上で、使用の可否の判断が必要です。抵抗を示した設問は、

相談者のイラショナル・ビリーフや価値観の表出であり、そこに焦点を当てることが必要な場

合が多いと考えられますが、相談者との十分な関係構築が出来ていない状況で問題解決を急ぐ

ことは大変危険です。まずは、基本である受容的態度・共感的理解で相談者の自己理解を支援

するに留めましょう。自身の能力の限界を超えると判断される状況であれば、専門機関等へリ

ファーを検討すべきです。 
 

(4) ワークシート中の YES の設問について（複数ある場合、特にあてはまるもの）は過去の経験

を振り返り、具体的なエピソードにまとめて自己表現できるよう言語化してもらいます。相談

者によっては、その内容が自己の長所・強み等の PR の素材となることへの自己理解を促しま

す。 
 

※総合版は、社会人基礎力のみで 12 能力を評価します。個別面接ではタイムロスが多いため、事

前の課題にするか、グループワーク等と組み合わせて用いることも検討しましょう。 

※簡易版は、自己肯定感の低い相談者の場合、表中の説明を読んで自分の持つ各種の能力の中で

の比較で、これは「出来ている」や「自信がある」という尺度で取り組むことを助言しましょう。

自己肯定感が高い場合は、同年代の他者と比較して評価するよう促すことで自分を客観視するき

っかけとなるでしょう。 

 

３．使用方法 
 

(1) 簡易版（1回のみの面談で使用可能） 

 ・5～10 分程度のセルフ・ワークとして作成してもらい、◎の項目について、相談者自身が自

己肯定感を持っていることを受容しましょう。 

 ・〇の項目は相談者にとって目標として努力している事柄であるかも知れません、そうした目

標意識があることをリスペクトしましょう。 

 ・◎の項目が複数ある場合、特に強く思うものベスト３等を順位付けする等して（厳密でなく

てよい）、上位のものについて次のような事柄を質問して明確化します。 
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＜質問例＞ ①その特徴が発揮できたと思う場面や出来事を教えてもらえますか？ 

      ②その出来事や場面はいつ頃のことですか？ 

      ③その特徴を身に着けるために努力したことや役に立った経験はありますか？ 

      ④その特徴を仕事で活かすとしたらどんなところで役に立つと思いますか？ 
 

・質問を通して、出来事の再現性を高め、明確に表現する準備、能力の明確化＝自己の強み・長

所の認識の強化を行い、相談者の自己肯定感を高める支援を行いましょう。相談者が就職活動を

している場合等は自己ＰＲや志望動機のネタ・エピソードとして活用を助言します。 

・Ｑ４は相談者の勤労観や職業観の一部について自己理解を促す内容です。(1)の回答数が半数に

も満たない場合は職業的なキャリア発達が未熟なことが多いので、具体的な例示等で気づきを拡

げる支援を行います。(2)以降は今後の職業生活設計を考える上での相談者の価値観の明確化と

リスク等についての理解を促すものですので、働き方の違いによって想定されるリスク等につい

て情報提供します。 

 

(2) 総合版（作成方法を説明して課題とした後に面談で使用。又は、ワークショップ等で使用。） 
 

・最初の「職業人意識」のＰ１・Ｐ３は、就労経験の無い人や乏しい人にとってはイメージを持

つことが難しいことが想定されます。そのような場合には、Ｐ１の設問の代わりに、次のような

質問をすることで各設問に対する理解を促すことができます。 

（質問例） 

①自宅のゴミ収集や、緊急時にお世話になる警察や消防の費用はどこから出ているのでしょう？ 

②会社の就業規則を皆が守らなかったら、どんな職場になってしまうでしょう？ 

③仮に連絡せずに欠席したり、遅刻すると周囲の人にどんな迷惑をかけるでしょうか？ 

④一人の職員の行動で、高く評価されたニュース等を見たことはありませんか？ 

⑤商品に不具合があった場合、会社やお店で買った場合と、個人売買で買った場合、苦情の宛先

はどう違いますか？ 

 質問例通りの質問をすることに拘る必要はありませんが、相談者の就労に関する意識が乏しい

場合には、気づきを待つだけでなく、相談者がそうした意識を持つ必要性を理解し、指導的な関

係を希望するのであれば、ある程度、教示的な助言をすることも必要です。 

・項目Ｐ３「職業意識・勤労観）は、相談者の勤労観や職業観の一部について自己理解を促す内

容です。(1)の回答数が半数にも満たない場合は、職業的なキャリア発達が未熟なことが多く、勤

労観や職業観を高める支援が必要なレベルと考えられます。就職活動の前に必要な準備があるこ

とを理解してもらい、キャリア教育的な観点の支援を検討しましょう。(2)・(3)は今後の職業生

活設計を考える上での、相談者の価値観の明確化とリスク等についての理解を促すものです。必

要に応じて、働き方の違いによって想定されるリスク等について情報提供します。 

・Ｐ２とＡ１以降の各設問は、用意されている５つの設問に対して YES・NO の二択で選択しても

らいます。自己に対するポジティブ・リフレーミングも企図しているので「どちらかといえば」

や「たまにあてはまる」は「YES」としてもらいましょう。 

 回答結果から、自己の持つ強みや良さを明確に言語化する支援を行い、自己肯定感・自己効力

感を高めることを目指します。求職者であれば自己ＰＲの材料として活用を促します。複数の素

材が見つかるはずですので応募先に応じて、どれをチョイスすると訴求力が強いか等について検

討すると良いでしょう。 

・１項目（Ａ１、Ｔｈ１等）あたり 5～10 分程度のセルフ・ワークとして作成してもらいます。 

・全項目を用いる場合、20 分程度で全ての表のＹＥＳ・ＮＯだけを回答してもらい、次にＹＥＳ

が３つ以上ある項目（３つにこだわる必要はない。相談者の状況によっては 1つでもＹＥＳがあ

るもの等適宜変更する。）について、表下のＱに回答してもらうのも 1つの方法です。 

・表下のＱの部分は、個別対応で使用する場合は削除し、代わりにＱの内容を質問する方法で自

己理解を深める支援を行っても良いでしょう。 

・いずれにせよ、自己効力感を高めることを目指します。求職者であれば自己ＰＲ材料として活

用を促します。 
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